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そして加工出荷という一貫性をもたせ、他社
との差別化を図るために、魚類養殖に参入す
ることを検討していた。自社で漁業生産する
ことによって、魚の管理やストックができ、
価格が相場に左右されないというメリットも
期待された。丸徳水産は養殖自体の経験はな
かったものの、50年にわたる取引を通じて養
殖に関する知識を有していたことから、それ
を生かして養殖に参入できると考えていた。

この計画を検討し始めた頃には漁業法の改
正も行われており、今までよりも一般企業の
漁業参入が容易になることが予想された。丸
徳水産は漁場を、生産基地があり、出荷にあ
たって利便性のある和歌山県下で探していた
が、漁業法改正によって他府県の企業が参入
し、漁場確保が困難になる可能性があること
から計画の実施を早めた。

同時期に、取引先のくら寿司との養殖魚の
生産計画から発展して、くら寿司から日本初
の「オーガニックはまち」の生産提案があり、
それを養殖することに決定した。18年から養
殖に関する取組みがスタートし、くら寿司の
協力のもと漁場の確保や飼料の開発などが行
われた。

3　漁業参入プロセス
丸徳水産は、和歌山県下の漁協をまわって漁

場を探した。そのようななかで、天然魚の取引
関係のあった紀州日高漁協（以下「漁協」）から、
オーガニックはまちの養殖に適した漁場を紹
介された。丸徳水産は、その漁場を利用する
ために漁協の組合員になる必要があることか
ら、漁協役員に養殖した魚は全量くら寿司に

鮮魚の仕入れ販売および加工販売を行う株
式会社丸徳水産（本社徳島県）は、2020年から
和歌山県の紀州日高漁協の准組合員となって
異業種から魚類養殖に取り組んでいる。本稿
では同社の漁業参入プロセスやメリットにつ
いて紹介する。

1　株式会社丸徳水産の概要
同社は四国一円と大分県から主にハマチや

カンパチ、タイを買い付け、活魚船で和歌山
県和歌浦のいけすに運搬・畜養し、京阪神や
名古屋市中央卸売市場などに出荷している。
設立は1950年で、72年から和歌山市に出荷基
地を構え、約50年間にわたって養殖魚を中心
に取り扱っている。

設立当初はラウンド（丸のまま）での出荷だ
けであったが、家庭での調理機会の減少を受
けて、81年からは委託生産した魚加工（真空パ
ック）製品の販売に取り組みだした。この取組
みも委託工場の老朽化や生産規模の問題、工
場のHACCP認定が必要となってきたことか
ら、自社で管理できることが望ましいと判断
し、2011年に和歌山市に自社鮮魚加工場を開
設した。13年にはHACCP認定工場となり現
在に至っている。

20年ほど前からはくら寿司株式会社との取
引を始めており、鮮魚のラウンドや加工製品、

「ハーブぶり」をはじめとしたくら寿司オリジ
ナルフィッシュなどを出荷している。

2　異業種からの漁業参入
和歌山市内に出荷基地と加工場を備えた

後、同社は次の計画として生産から出荷基地、
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出荷すること、丸徳水産とくら寿司との関係、
今後の計画や地域活性化に資することを複数
回説明して、地区総会と組合員資格審査委員会
から承認を得て20年４月に准組合員となった。

20年７月からいけすに稚魚を入れて養殖を
開始しており、21年12月に初出荷された。養
殖に関わる給餌や事務などの業務は丸徳水産
の社員５人が兼務で対応している。地元雇用
を検討したものの、対象となる人が少なく適
切な人を雇える見込みがないことから断念し
たという。

養殖を担当している社員は、養殖場が和歌
山市から30分程度と近いこともあり、和歌山
市近郊の自宅から現場に通っている。事務所
と倉庫は当初、漁協の施設の一部を賃借して
いたが、21年６月に養殖場近くに倉庫兼事務
所を新設し、現在はそこで業務を行っている。

作業船やいけすなどの漁業資材の調達は、
50年来の取引のある関係者に相談して対応し
た。作業船については、東日本大震災や豪雨
の影響で船が被災したことによる全国的な不
足で、入手するには時間を要したが、その間、
漁協組合員の協力を得て、組合員の漁船を使
っていけすの設置や組立てなどを行うことが
できた。作業船やいけす、網の調達にあたっ
ての資金は、補助事業などを活用することが
できず、すべて自己資金で対応している。企
業参入にあたっての補助事業などがあると、
参入が容易になり、経営負担も軽減されるの
で、今後の整備が望まれる。

漁業権行使料の額については、漁協が地元
漁業者の理解や協力、調整などを通じて漁業
環境の整備を担ってくれていることから、丸
徳水産は納得をしている。漁協からは燃油の
調達や共済（養殖共済、漁業施設共済）などを利
用している。

また、丸徳水産は地域との良好な関係を築
くために、地元の祭りや行事の際には漁協と
相談して供え物などをしたり、作業船の修理

やメンテナンスなどは地元の業者、打合せな
どは地元の店というように極力地元を活用し
たりするようにしている。設備の移動や魚の
搬入なども地元漁業者に手伝いを依頼し、作
業代などを支払っている。
「漁業法の改正で一般企業の参入が法律上

では容易になったと捉えることができるが、
現実は地元漁協などの協力なしには漁業参入
および継続は困難であり、漁協の事業利用の
増加や地域活性化などの効果が見える活動を、
参入企業は実現していく必要がある」と丸徳
水産の佐野木社長は考えている。

4　漁業参入のメリット
オーガニックはまちの生産は日本初であり、

プレスリリース後、丸徳水産やくら寿司だけ
でなく、漁協などの地元関係者、和歌山県関
係者などのPRにもつながった。これによっ
て、丸徳水産とくら寿司との関係はいっそう
強化され、地元との良好な関係も築かれた。
漁協からは天然魚の仕入れが今以上にできる
ようになり、それによって今後の漁場拡大に
も前向きに対応してくれる可能性が高まった。

丸徳水産としては、養殖によって既存の業
務の拡大も図ることができ、会社全体に効果
が波及している。今後、オーガニックはまち
の認知を高め、ブランド化を促進しようとし
ている。また、くら寿司としては、積極的に
海外展開をしていくなかで、オーガニックは
まちをひとつの強みとして世界に発信しよう
としている。

漁協としては、企業参入によって空き漁場
の解消・漁場の総合利用、漁協事業や設備の
利用、販路の拡大、地元漁業者への仕事の創
出などのメリットが生じている。漁協では丸
徳水産の事例以外にも、他の企業・組織との
連携を通じた新たな事業の獲得に取り組んで
いる。

（おなか　けんじ）
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